
2022年６月９日

株 主 各 位
東京都台東区東上野三丁目19番６号

東 京 地 下 鉄 株 式 会 社
代表取締役社長 山 村 明 義

第18期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、当社第18期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

敬 具

記

１ 日 時 2022年６月29日（水曜日）午前10時00分

２ 場 所 東京都台東区東上野三丁目19番６号

東京地下鉄株式会社本社３階会議室

３ 会議の目的事項

報 告 事 項 （１）第18期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件

（２）第18期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 監査役１名選任の件

第３号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、東京都区部及びその周辺において、公共性の高い地下鉄事業を中心に事

業展開を行っており、長期にわたる安定的な経営基盤の確保・強化に努めるととも

に、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方針といたします。

当期の剰余金の配当につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響の長期化

により旅客運輸収入の回復が鈍く、２期連続の赤字となったこと等を踏まえ、普通

株式１株当たりの配当額を、対前期同額となる16円とさせていただきたく存じます。

期末配当に関する事項

（１）配当財産の種類

金銭といたします。

（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株当たり金16円 総額9,296,000,000円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日

2022年６月30日
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第２号議案 監査役１名選任の件

監査役 白石弥生子氏は本総会終結の時をもって辞任により退任いたしますので、

その補欠として監査役１名の選任をお願いしたいと存じます。なお、本候補者は退

任される監査役の補欠として選任されますことから、その任期は、当社定款第28条

第２項に従い、退任する監査役の任期の満了する時までとなります。

また、本議案につきまして、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名

(生 年 月 日)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当

社の株式の数

延
えん

與
よ

桂
かつら

（1961年８月９日生）

1984年４月 東京都入都

０株2021年10月 同 オリンピック・パラリンピック準

備局長

（注）１ 候補者と当社との間に特別な利害関係はありません。
２ 延與桂氏は社外監査役候補者であります。
３ 延與桂氏につきましては、東京都における行政経験を経た幅広い識見から、その卓越した
手腕と識見を発揮させ、経営を監査されることが期待されるものであります。

４ 当社は、延與桂氏の選任が承認された場合は、同氏との間で会社法第423条第１項に定め
る賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく責任限度額は、会
社法第425条第１項の最低責任限度額となります。

５ 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間
で締結しており、当該保険により被保険者が法律上負担することになる、第三者訴訟におい
て発生する争訟費用及び損害賠償金を塡補することとしております。延與桂氏の選任が承認
された場合は、当該保険契約の被保険者となります。なお、当該保険契約は次回更新時にお
いても同内容での更新を予定しております。

第３号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

本総会の終結の時をもちまして、監査役を退任いたします白石弥生子氏に対し、

在任中の労に報いるため、当社の規程に従い、総額700万円以内で退職慰労金を贈呈

することといたしたく存じます。

なお、その具体的な金額、贈呈の時期及び方法は、監査役の協議にご一任願いた

いと存じます。

退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

白
しら

石
いし

弥生子
や え こ

2015年６月 当社監査役（現在に至る）

以 上
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（添付書類）

事 業 報 告

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

第１ 企業集団の現況に関する事項

１ 事業の経過及びその成果

当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症による厳し

い状況が緩和される中で、このところ持ち直しの動きがみられます。なお、ウク

ライナ情勢等による不透明感が見られる中で、原材料価格の上昇等による景気の

下振れリスクに注意する必要があります。

このような状況下で、当社グループは、中期経営計画「東京メトロプラン2021」

の最終年度として、「安心の提供」、「持続的な成長の実現」、「東京の魅力・活力の

共創」を柱に、その全てに対し「挑戦」とそれを支える「志」を持って、各種施

策を推進いたしました。

新型コロナウイルス感染症の影響により、経営環境は厳しい状況が続いており、

今後の見通しが不透明である中で、社長をトップとした経営改革会議等において

設備投資・経費の見直しを進めてきたほか、「選ばれる鉄道会社」を目指すべく設

定した「安心な空間」、「パーソナライズド」、「デジタル」の３つのキーワードに

基づき、各種施策に取り組んでまいりました。

当連結会計年度の業績は、収益認識会計基準の適用に伴う収益計上額の減があ

ったものの、新型コロナウイルス感染症の影響から一部回復したことに伴い、旅

客運輸収入等が増加し、営業収益が3,069億４百万円（前期比3.8％増）となり、

営業損失が121億１千７百万円（前期は営業損失402億９千９百万円）、経常損失が

204億９千７百万円（前期は経常損失476億８千９百万円）、親会社株主に帰属する

当期純損失が133億９千７百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失529億

２千７百万円）となりました。

（１）運輸業

＜安心の提供＞

「安心＝安全＋サービス」の考えのもと、優れた技術力と創造力により、安

全で快適な世界トップレベルの輸送サービスを提供するため、各種取組を実施

してまいりました。また、新型コロナウイルス感染症への取組として、窓開け
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による車内換気、車両内及び駅構内の抗ウイルス・抗菌処置等を継続して実施

いたしました。

2021年６月に日比谷線八丁堀駅で発生した多機能トイレの機能不備によるお

客様発見の遅れについては、これを厳粛に受け止め、社長直轄の「八丁堀駅お

客様発見遅れに関する再発防止対策推進会議」を設置し、緊急対応や再発防止

策等を実施してまいりました。また、外部有識者を交えた「八丁堀駅お客様発

見遅れに関する再発防止対策推進委員会」を設置し、お客様の安全に資する施

工計画・管理、検査、巡回及び連絡・報告体制のあり方等について原因の究明

及び対策の検討を進め、再発防止に取り組んでおります。

自然災害対策については、トンネル中柱等の耐震補強を進めたほか、大規模

浸水対策として、駅出入口において、想定される浸水深に応じた改良や防水

扉・止水板等の設置を進めております。

駅ホームの安全性向上については、ホームドア設置工事を進めており、2025

年度までの全路線全駅への整備完了を目指しております。

新型車両については、半蔵門線において、フリースペースを増設するなどバ

リアフリーに配慮した18000系車両を新たに導入いたしました。引き続き、安全

性及び快適性を向上させ、環境にも配慮した車両の導入を進めてまいります。

セキュリティの強化については、テロ行為や犯罪に備え、車内セキュリティ

カメラを増設したほか、大規模イベントに合わせた巡回警備の強化、異常時を

想定した訓練等を実施いたしました。

輸送サービスの改善については、南北線において８両編成化に伴う設備工事

が完了いたしました。また、混雑の緩和に向けた取組として、オフピークプロ

ジェクトを通年で実施したほか、東京メトロｍｙ！アプリによる号車ごとのリ

アルタイム混雑状況の配信を開始いたしました。さらに、ＣＢＴＣ（無線式列

車制御システム）の導入に向けた工事を進めており、運行の安定性の向上に努

めてまいります。

バリアフリー設備の整備については、お身体の不自由なお客様をはじめとし

た全てのお客様に安心してご利用いただけるよう、引き続きエレベーター及び

エスカレーターの整備を進めております。

利便性・快適性の向上については、2021年５月に当社が保有する全車両への

Ｗｉ－Ｆｉの導入が完了いたしました。また、同年８月には半蔵門線青山一丁

目駅の改装工事が完了いたしました。

東京の地下鉄のサービス一体化として、大手町駅において都営地下鉄との乗

換エレベーターを設置いたしました。
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＜持続的な成長の実現＞

積極的な事業展開や新技術の開発・導入によって収益基盤を強化し、将来に

わたる持続的な成長を実現するため、各種取組を実施いたしました。

お客様ニーズをとらえた取組については、お出かけ機会の創出に向け、メト

ロポイントクラブにおいてデイタイムポイントを導入したほか、Ｃｉｔｙ Ｔ

ｏｕｒｉｓｍ（東京の都市内観光）の促進施策として、Ｔｏｋｙｏ Ｓｕｂｗ

ａｙ Ｔｉｃｋｅｔと沿線の観光施設入場券のセット券を販売いたしました。

海外での事業展開については、ベトナム、フィリピン、インドネシア等にお

いてプロジェクトを推進しており、新たに独立行政法人国際協力機構から「ベ

トナム国鉄道学校における都市鉄道研修能力強化プロジェクト」を受注いたし

ました。また、世界の鉄道事業者向けオンライン講座「Ｔｏｋｙｏ Ｍｅｔｒ

ｏ Ａｃａｄｅｍｙ」を開講いたしました。

新規事業の創出・推進については、ゲシピ株式会社と資本業務提携し、ｅス

ポーツトレーニングジムを南北線赤羽岩淵駅出入口横に開業いたしました。ま

た、個室型ワークスペース「ＣｏｃｏＤｅｓｋ」の設置駅を拡大しております。

＜東京の魅力・活力の共創＞

地域や外部との積極的な連携を通じて、都市としての魅力・活力の創出と東

京に集う人々の活き活きとした毎日に貢献するため、各種取組を実施いたしま

した。

まちづくりとの連携については、駅周辺開発を計画・検討する都市開発事業

者等と連携した「えき・まち連携プロジェクト」として、開発提案を募集して

おります。

オープンイノベーションの推進については、「Ｔｏｋｙｏ Ｍｅｔｒｏ ＡＣ

ＣＥＬＥＲＡＴＯＲ 2021」を実施し、外部連携により新たな知見や技術を導

入する取組を進めております。

＜経営基盤の強化＞

ＥＳＧの視点も踏まえ、「東京メトロプラン2021」に掲げる「安心の提供」、

「持続的な成長の実現」、「東京の魅力・活力の共創」の３つの柱の実現を確かな

ものとするため、経営基盤の強化を図ってまいりました。また、事業を通じて

ＳＤＧｓの達成に貢献すべく、社会課題の解決に取り組んでまいりました。

サステナビリティの取組としては、環境問題・社会課題双方の解決に資する

施策に充当する資金の調達手段として、当社では２回目となるサステナビリテ
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ィボンドを発行いたしました。また、気候関連財務情報開示タスクフォース

（ＴＣＦＤ）の提言に賛同し、シナリオ分析を実施のうえ、当社の気候関連リス

ク及び機会を特定し、開示いたしました。

さらに、長期環境目標「メトロＣＯ ₂ ゼロ チャレンジ 2050」に基づくさ

らなる省エネルギー化及び再生可能エネルギーの活用、東京マラソンへの特別

協賛や女子駅伝部の活動等を通じたスポーツ振興、社会・地域の活性化といっ

た社会貢献活動に取り組んでおります。

オープンで活き活きとした企業風土づくりとしては、社員の働きがい創出を

目的に、不妊治療支援や男性社員の育児休職取得支援等の施策を進めているほ

か、アプリを活用したウォーキングイベントを開催するなど、健康経営にも取

り組んでおります。

運輸業の当連結会計年度の業績は、新型コロナウイルス感染症の影響から一

部回復したことに伴い、旅客運輸収入が増加し、営業収益が2,762億５千５百万

円（前期比8.0％増）、営業損失が236億５千６百万円（前期は営業損失507億９

千１百万円）となりました。

（２）不動産事業

不動産事業においては、鉄道事業とのシナジー効果を発揮しつつ収益力向上

を図るべく、新宿駅西口地区をはじめとする各種開発を推進いたしました。

不動産事業の当連結会計年度の業績は、営業収益が136億３千万円（前期比

1.2％増）、営業利益が46億９百万円（前期比2.4％増）となりました。

（３）流通・広告事業

流通・広告事業においては、収益確保を図るとともに、駅をご利用されるお

客様の利便性を高めるため、各種施策を推進いたしました。

流通事業については、2021年６月に「大手町メトロピア」において新たに１

店舗を開業いたしました。また、同年６月及び９月に「Ｍ’ａｖ北綾瀬Ｌｉｅ

ｔａ（マーヴ北綾瀬リエッタ）」において新規区画を開業いたしました。

広告事業については、車内デジタルサイネージ「Ｔｏｋｙｏ Ｍｅｔｒｏ

Ｖｉｓｉｏｎ」や、駅コンコースデジタルサイネージ「Ｍｅｔｒｏ Ｃｏｎｃ

ｏｕｒｓｅ Ｖｉｓｉｏｎ」等の販売により、収益確保に努めてまいりました。

流通・広告事業の当連結会計年度の業績は、営業収益が217億４千６百万円

（前期比30.0％減）、営業利益が67億９千３百万円（前期比27.1％増）となりま

した。
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２ 設備投資等の状況

当連結会計年度中の設備投資の主なものは、次のとおりであります。

（１）完成した主な工事

車両新造（有楽町･副都心線116両、半蔵門線40両）

バリアフリー設備新設工事（エレベーター３駅４基、エスカレーター２駅

２基）

（２）施行中の主な工事

車両新造

バリアフリー設備新設工事

大規模浸水対策工事

銀座線渋谷駅移設工事

飯田橋駅～九段下駅間折返し線整備

茅場町駅改良工事

木場駅改良工事

南砂町駅改良工事

浅草駅折返し線整備

ホームドア整備

セキュリティカメラ整備

３ 資金調達の状況

当連結会計年度における資金調達として、民間の金融機関から43,000百万円を

借り入れたほか、社債70,000百万円を発行いたしました。

なお、当連結会計年度末の借入金及び社債の残高は、971,295百万円となりまし

た。
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４ 対処すべき課題

当社グループは、グループ理念「東京を走らせる力」の実現を目指して、中期

経営計画及び事業計画に基づき、東京を中心とした首都圏の鉄道ネットワークの

中核を担う交通事業者として、お客様の安全を第一に様々な取組を進めることで、

持続的な企業価値の向上に努めております。

新型コロナウイルス感染症の拡大を受けた旅客運輸収入の大幅な減少により、

経営環境は厳しい状況が続いております。また、テレワークやＷｅｂ会議等、業

務のオンライン化の定着、３密の回避や都心への集中から周辺部への分散・多極

化等、人々の意識や行動、消費活動・企業活動、社会構造等の変化に伴い、回復

の兆しは見えるものの、経営環境の先行きは不透明な状況となっております。加

えて、台風、豪雨災害等の自然災害の頻発・激甚化や、サプライチェーンの途絶

等の要因による部品の供給不足、資源・エネルギー価格の上昇、さらには本格的

なデジタル社会や人口減少社会の到来等、大きな変化が生じております。このよ

うな変化の中、交通政策審議会答申第371号及び国と東京都との合意に基づき、当

社株式の上場と有楽町線延伸（豊洲・住吉間）及び南北線延伸（品川・白金高輪

間）事業に取り組むこととなり、当社は大きな転換点を迎えております。

こうしたネクストノーマルを見据えて当社は、環境・社会・経済の持続可能性

に配慮し、事業を通じて社会課題の解決を図るべく、2030年に向けた姿勢として

「サステナビリティ経営ビジョン」を策定し、サステナビリティを経営の中心に据

え、「安心で、持続可能な社会」の実現を目指してまいります。

また、持続可能な鉄道事業の運営と成長戦略による収益拡大を実現すべく、『構

造変革』・『新たな飛躍』を基本方針に掲げ４つの重点戦略を設定した、中期経営

計画「東京メトロプラン2024」（2022年度～2024年度）を策定いたしました。

「東京メトロプラン2024」では、お客様の安全を第一に、設備・業務のスリム

化等、安全の確保を前提としたコスト構造改革や、ホームドアをはじめとしたバ

リアフリー設備の整備、お出かけ機会の創出、さらにはＴＩＭＡ（車両情報監

視・分析システム）をはじめとするＣＢＭ（状態基準保全）、「混雑の見える化」

等、他社や研究機関と協力し開発した新技術・ＤＸの活用により鉄道事業を進化

させるとともに、不動産事業の拡大や、お客様の「新たな日常」を支える各種事

業の展開、海外鉄道ビジネスの拡大、新規ビジネスの開発を通じて成長を目指す

ことといたしました。また、社員一人ひとりの人権を尊重し、多様な人財が活躍

できる職場づくりを推進するとともに、組織体制の見直しやガバナンスの充実に

より経営基盤の強化を図るほか、カーボンニュートラルの実現に向けた取組によ

り脱炭素・循環型社会へ貢献してまいります。

なお、新線建設（有楽町線延伸（豊洲・住吉間）及び南北線延伸（品川・白金

高輪間））については、2022年３月28日付けで国土交通大臣より第一種鉄道事業許
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可を受けました。今後は、交通政策審議会答申第371号や国と東京都との合意に基

づき、十分な公的支援を前提に、2030年代半ばの開業に向けて取り組んでまいり

ます。

（「東京メトロプラン2024」に基づく取組について）

（１）コスト構造改革による持続可能な事業運営の実現

ポストコロナにおける行動変容を見据え、安全の確保を前提に、施工の優先

順位や時期、仕様等、計画内容を見直すとともに、足元の設備投資・経費の緊

急抑制から設備・業務のスリム化等の抜本的なコスト構造改革による固定費の

削減にグループ一体となって取り組むことにより、持続可能な事業運営を実現

してまいります。また、設備の状態監視の充実やＡＩ・ビッグデータ分析技術

の活用等により、コスト削減や保全業務の生産性向上を目指してまいります。

（２）さらなる安全・安心の提供と鉄道事業の進化による東京の多様な魅力と価値

の向上

① 安全性・利便性の向上（セキュリティ強化等）

激甚化する自然災害への対策、社会情勢の変化に応じたセキュリティ強化

及び列車運行の安定性向上に向けた取組により、安全で安心な鉄道サービス

を提供してまいります。

② 安全性・利便性の向上（バリアフリー化促進）

2022年４月25日付けで国土交通省関東運輸局に対して届出を行った「鉄道

駅バリアフリー料金制度」も活用しつつ、ホームドアやエレベーター整備等

のバリアフリー化を促進し、お客様の円滑な移動を実現してまいります。

③ 有楽町線延伸・南北線延伸等によるネットワーク発展・充実

経営に悪影響を及ぼさないよう、補助金等の十分な公的支援をもとに、鉄

道ネットワークの強化を通じて、臨海部・都心部へのアクセス利便性の向上

や沿線のまちづくりへの寄与、東京圏の国際競争力の強化に貢献してまいり

ます。また、虎ノ門ヒルズ駅整備による交通結節機能の強化、駅・まち一体

となったゆとりある空間の構築を図るほか、相互直通先の拡大を契機として

地域間の連携とより一層の活性化を図り、各地域のさらなる発展に貢献して

まいります。

④ 地域との連携・メトポの活用等による新たなお出かけ機会の創出

都内の観光地や商業施設等と連携し、Ｃｉｔｙ Ｔｏｕｒｉｓｍ（東京の

都市内観光）の促進や、ポイントサービスの魅力向上に向けた取組を進め、

新型コロナウイルス感染症の影響により減少したお出かけ機会を創出するこ

とによりお客様のｗｅｌｌ－ｂｅｉｎｇを実現し、地域の皆様とともに東京

の魅力と価値を共創してまいります。また、「ｍｙ！ 東京ＭａａＳ」を推進
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し、様々なサービスを提供する事業者と連携したお出かけを提案するととも

に、多様な移動手段を一元的に提供し、お客様の利便性を高め、新たな需要

を喚起してまいります。

⑤ 新技術の導入とＤＸによる鉄道オペレーションの進化

企業や研究機関等と連携した新技術の導入、開発やＤＸの推進を図るとと

もに、「将来にわたる安心の提供」の実現と「社員の新たな働き方」の確立に

向けた「次世代型業務変革プロジェクト」を推進し、ポストコロナにおける

お客様の生活様式の変化や生産年齢人口の減少といった経営環境の変化に適

応することで、事業運営の持続性を向上させ、企業価値の向上を図ってまい

ります。

（３）都市・生活創造事業の成長等により東京に集う一人ひとりの活き活きとした

毎日に貢献

① 不動産事業の拡大とまちづくりとの連携

東京という「都市」を創造する不動産開発を強化していくとともに、駅周

辺の都市開発と一体となって「まちの顔」となる魅力的な空間の構築を図る

ことで、人やまちの進化に貢献してまいります。

② お客様の「新たな日常」を支える各種事業の展開

流通事業、広告事業及び情報通信事業の展開や成長を通じて、お客様の新

たな日常を支え、ニーズに迅速に対応することにより、より豊かな生活の実

現に貢献してまいります。

③ 海外鉄道ビジネスの拡大・新規ビジネスの開発推進

今後の当社の成長を支える源泉のひとつとすべく、海外鉄道ビジネスへの

参画やその拡大を図り、海外各都市の持続的な社会の発展に向けた取組を進

めるとともに、当社にないノウハウを持つ様々な分野の方々とスピード感を

もって連携し、社会の新しいニーズに合わせた事業の開発により、多様なラ

イフ・ワークスタイルの実現に貢献してまいります。

（４）ＥＳＧの取組による持続可能な社会の実現への貢献

① 脱炭素・循環型社会への貢献

脱炭素社会への取組として、ＴＣＦＤ提言への賛同及び情報開示や、省エ

ネルギー・再生可能エネルギー施策等を推進するとともに、循環型社会への

取組として、資源の分別、リサイクルや廃棄物の削減等をより一層推進する

ことで、持続可能な社会の実現を目指してまいります。

② 安全文化の醸成、人財育成を通じた経営基盤の強化

各種訓練や研修を通じて、お客様の安全を第一に、安全・安定輸送の確保

に対する社員の使命感・技術力を高めるとともに、時代のニーズに即した知
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識・技能を備えた人財を育成してまいります。また、社員の働きがいの創出

や社員とその家族のこころとからだの健康づくりに取り組むことで、首都東

京の都市機能を支える企業グループとして成長してまいります。さらに、デ

ジタル技術の活用やデータ分析のさらなる推進のため、社内を牽引するデジ

タル人財の育成を強化し、業務変革や新しい領域でのビジネス展開につなげ

てまいります。

③ 人権の尊重やダイバーシティの推進、ガバナンス強化等を通じた経営基盤

の強化

社員一人ひとりの人権を尊重し、多様な人財が活躍する働きがいにあふれ

た職場づくりを進めるとともに、サステナビリティ経営の推進を図るべく、

ステークホルダーとの対話を通じて、各種取組を確実に実行してまいります。

当社グループは、中長期的視点で期待される様々な施策を実現していくととも

に、新たな価値の創造により、持続的な企業価値の向上を図り、全てのステーク

ホルダーから信頼され、選択され、支持される企業グループを目指してまいりま

す。
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５ 財産及び損益の状況の推移

企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第15期

2018年度
第16期

2019年度
第17期
2020年度

第18期
(当連結会計年度)

2021年度

営 業 収 益 (百万円) 434,894 433,147 295,729 306,904

経 常 利 益
又は経常損失（△）

(百万円) 89,191 74,910 △47,689 △20,497

親会社株主
に帰属する
当期純利益
又は親会社
株主に帰属
する当期純
損失（△）

(百万円) 60,709 51,391 △52,927 △13,397

１株当たり当期純利
益又は１株当たり当
期純損失(△)

104.49円 88.45円 △91.10円 △23.06円

総 資 産 (百万円) 1,676,081 1,734,788 1,762,461 1,812,967

純 資 産 (百万円) 678,978 710,106 644,412 618,360

当社の財産及び損益の状況

区 分
第15期

2018年度
第16期

2019年度
第17期
2020年度

第18期(当期)
2021年度

営 業 収 益 (百万円) 399,429 397,430 269,670 289,953

経 常 利 益
又は経常損失（△）

(百万円) 83,723 69,354 △49,161 △24,042

当期純利益
又は当期純損失（△）

(百万円) 58,222 49,093 △51,595 △15,029

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

100.21円 84.50円 △88.81円 △25.87円

総 資 産 (百万円) 1,653,406 1,712,725 1,738,989 1,792,110

純 資 産 (百万円) 639,730 673,543 606,944 581,226

（注）当連結会計年度から、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29

号2020年３月31日）等を適用しております。この結果、当連結会計年度の

営業収益は105億４千１百万円減少しておりますが、税金等調整前当期純損

失に重要な影響はありません。

― 13 ―



６ 重要な親会社及び子会社の状況

（１）親会社との関係

該当事項はありません。

（２）重要な子会社の状況（2022年３月31日現在）

会社名 資本金 当社の出資比率主 要 な 事 業 内 容

株式会社メトロセ
ルビス

10百万円 100.0％ 鉄道駅の清掃及び警備等

株式会社メトロコ
マース

12百万円 100.0％
鉄道駅の運営管理、商業施設
の運営（駅構内売店等の運
営）

株式会社メトロス
テーションファシ
リティーズ

10百万円 100.0％
鉄道施設等の整備及び保守管
理（駅設備関係）

メトロ車両株式会
社

20百万円 100.0％
鉄道施設等の整備及び保守管
理（車両関係）

株式会社メトロレ
ールファシリティ
ーズ

20百万円 100.0％
鉄道施設等の整備及び保守管
理（土木構築物・建築物関
係）

メトロ開発株式会
社

30百万円 100.0％
鉄道施設等の整備（土木構築
物関係）、商業施設の運営

（高架下商業施設の運営）

株式会社地下鉄メ
インテナンス

20百万円 100.0％
鉄道施設等の整備及び保守管
理（電気設備関係）

東京メトロ都市開
発株式会社

106百万円 100.0％ 不動産の賃貸及び管理

株式会社メトロプ
ロパティーズ

10百万円 100.0％

商業施設の運営（Ｅｃｈｉｋ
ａ等駅構内及び駅周辺におけ
る商業施設及び飲食店舗の運
営）

株式会社メトロア
ドエージェンシー

50百万円 100.0％ 広告事業

株式会社メトロラ
イフサポート

20百万円 100.0％ 人事・厚生関係事業

株式会社メトロビ
ジネスアソシエ

10百万円 100.0％
人事・経理・システムサービ
スに関する事務

（注）１ 2022年３月31日現在における当社の連結子会社は13社、持分法適用

会社は４社であります。

２ 日本コンサルタンツ株式会社については、当連結会計年度より持分

法適用の関連会社といたしました。
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７ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

８ 事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

９ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。

１０ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

該当事項はありません。
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１１ 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

（１）運輸業

当期末における営業路線、駅数、営業キロ及び保有車両数は、次のとおりで

あります。

線 名 区 間 駅 数 営業キロ 保有車両数 備 考

駅 キロ 両

銀 座 線 浅 草～渋 谷 19 14.2 240

丸ノ内線
池 袋～荻 窪 25 24.2

330
中野坂上～方 南 町 3 3.2

日比谷線 北 千 住～中 目 黒 22 20.3 308
東武伊勢崎線・日光線と
の相互直通運転を実施

東 西 線 中 野～西 船 橋 23 30.8 520
ＪＲ中央線・総武線及び
東葉高速線との相互直通
運転を実施

千代田線北 綾 瀬～代々木上原 20 24.0 398
ＪＲ常磐線及び小田急小
田原線・多摩線との相互
直通運転を実施

有楽町線 和 光 市～新 木 場 24 28.3

542

東武東上線及び西武有楽
町線・池袋線との相互直
通運転を実施

副都心線 小竹向原～渋 谷 11 11.9

東武東上線、西武有楽町
線・池袋線、東急東横線
及び横浜高速みなとみら
い線との相互直通運転を
実施

半蔵門線 渋 谷～押 上 14 16.8 260
東急田園都市線及び東武
伊勢崎線・日光線との相
互直通運転を実施

南 北 線 目 黒～赤羽岩淵 19 21.3 138
東急目黒線及び埼玉高速
鉄道線との相互直通運転
を実施

全 線 ― 180 195.0 2,736

（注）各線で重複する駅は、各線ごとに１駅として計上しております。
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（２）不動産事業

事 業 事業内容

不 動 産 事 業
新宿地下鉄ビルデイング、渋谷地下鉄ビルデイング、渋
谷マークシティ等で、ビル賃貸等を行っております。

（３）流通・広告事業

事 業 事業内容

流 通 事 業
商業ビル、駅構内店舗、駅売店等の商業施設の展開及び
各種提携クレジットカードの発行等を行っております。

広 告 事 業
駅構内や電車内における広告媒体の運営・販売等を行っ
ております。

情報通信事業
光ファイバーネットワークの芯線賃貸や通信事業者への
営業許諾等を行っております。

１２ 主要な営業所（2022年３月31日現在）

（１）当社
本社 東京都台東区

（２）主要な子会社
株式会社メトロセルビス 本社 東京都台東区
株式会社メトロコマース 本社 東京都台東区
株式会社メトロステーションファシリティーズ 本社 東京都台東区
メトロ車両株式会社 本社 東京都台東区
株式会社メトロレールファシリティーズ 本社 東京都台東区
メトロ開発株式会社 本社 東京都中央区
株式会社地下鉄メインテナンス 本社 東京都台東区
東京メトロ都市開発株式会社 本社 東京都新宿区
株式会社メトロプロパティーズ 本社 東京都台東区
株式会社メトロアドエージェンシー 本社 東京都港区
株式会社メトロライフサポート 本社 東京都台東区
株式会社メトロビジネスアソシエ 本社 東京都台東区
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１３ 従業員の状況（2022年３月31日現在）

企業集団の従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減

運 輸 業 10,878人 36人減

不 動 産 事 業 143人 ―

流 通 ・ 広 告 事 業 485人 ６人増

そ の 他 288人 ６人増

合 計 11,794人 24人減

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり

ます。
当社の従業員の状況

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

9,880人 １人減 38.2歳 12.4年

（注）帝都高速度交通営団における勤続年数を通算した平均勤続年数は、全従
業員で17.0年であります。

１４ 主要な借入先（2022年３月31日現在）

借 入 先 借入額（百万円)

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 87,000

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 38,100

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 38,100

財 務 省 36,886

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 36,700

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 29,000

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 29,000

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 21,500

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 3,000

（注）上記には、シンジケートローンによる借入金（総額20,000百万円）は含
まれておりません。
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第２ 会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在）

１ 発行可能株式総数 2,324,000,000株

２ 発行済株式の総数 581,000,000株

３ 株主数 ２名

４ 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

財 務 大 臣 310,343,185株 53.42％

東 京 都 270,656,815株 46.58％

５ その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

第３ 会社の新株予約権等に関する事項（2022年３月31日現在）

該当事項はありません。
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第４ 会社役員に関する事項

１ 取締役及び監査役の氏名等（2022年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 本 田 勝 ―

代表取締役副会長 川 澄 俊 文 ―

代表取締役社長 山 村 明 義 ―

常 務 取 締 役 古 屋 俊 秀 経営企画本部長

常 務 取 締 役 野 焼 計 史 鉄道本部長

常 務 取 締 役 黒 須 良 行 事業開発本部長

常 務 取 締 役 西 倉 鉄 也 総務部及び広報部担当

常 務 取 締 役 渡 邊 良 財務部担当

常 務 取 締 役 小 坂 彰 洋
経営企画本部副本部長
経営企画本部経営管理部及び株式上
場準備室並びに人事部担当

常 務 取 締 役 小 川 孝 行

鉄道本部副本部長
鉄道本部鉄道統括部、需要創出・マ
ーケティング部、営業部及びオリン
ピック・パラリンピック推進室担当

取 締 役 中 澤 英 樹
鉄道本部副本部長

鉄道本部車両部及び電気部担当

取 締 役 是 澤 正 人 鉄道本部運転部長

取 締 役 德 永 幸 久
管財部及びまちづくり連携プロジェ
クトチーム担当

取 締 役 杉 山 武 彦 ―

常 勤 監 査 役 上 田 正 人 ―

常 勤 監 査 役 徳 田 郁 生 ―

監 査 役 齋 藤 宏 ―

監 査 役 白 石 弥生子 ―

（注）１ 取締役杉山武彦氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であり

ます。

２ 監査役徳田郁生氏、齋藤宏氏及び白石弥生子氏は会社法第２条第16

号に定める社外監査役であります。
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３ 2022年４月１日、組織改正により、取締役古屋俊秀氏の分掌業務を

経営企画本部長、サステナビリティ推進部担当といたしました。

４ 2022年４月１日、組織改正により、取締役黒須良行氏の分掌業務を

都市・生活創造本部長といたしました。

５ 2022年４月１日、組織改正により、取締役小川孝行氏の分掌業務を

鉄道本部副本部長、鉄道本部鉄道統括部、需要創出・マーケティング

部及び営業部担当といたしました。

６ 2022年４月１日、組織改正により、取締役德永幸久氏の分掌業務を

資産管理部及びまちづくり連携プロジェクトチーム担当といたしまし

た。

７ 当社は、取締役杉山武彦氏、監査役上田正人氏、徳田郁生氏、齋藤

宏氏及び白石弥生子氏との間で、会社法第423条第１項の責任につき、

善意でかつ重大な過失がないときは、同法第425条第１項各号の定める

額の合計額を限度として責任を負担する旨を定めた契約を締結してお

ります。

２ 当期中に退任した取締役及び監査役

氏 名 退任時の地位及び担当 退 任 日 退任理由

髙 取 芳 伸

常務取締役
鉄道本部副本部長
鉄道本部安全・技術部
及び運転部担当

2021年６月29日 任期満了

奥 義 光 取締役相談役 2021年６月29日 任期満了

長谷部 昭 二 監査役 2021年６月29日 任期満了

牧 田 宗 孝 監査役 2021年６月29日 任期満了

３ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結しております。当該保険により被保険者が法律上負担することに

なる、第三者訴訟において発生する争訟費用及び損害賠償金を塡補することとし

ております。

当該保険契約の被保険者は当社の取締役及び監査役であります。
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４ 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等

（１）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を取締役会の決議に

より決定しており、その報酬は、月例による固定報酬とし、株主総会で決議さ

れた取締役の報酬総額の範囲内で、取締役の役位、職責に応じて他社水準、当

社の業績、従業員給与の水準も考慮しながら総合的に勘案し、取締役会の決議

により決定することとしております。

（２）取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

当社においては、取締役会の委任決議に基づき取締役社長山村明義が取締役

の個人別の報酬額の具体的内容を決定しております。

これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰し、各取締役の職責

を勘案して報酬内容を決定するには、業務執行を統括する取締役社長が適して

いるためであります。

（３）取締役及び監査役の報酬等の総額等

区 分 支給人員
報酬等の総額
（基本報酬）

摘 要

取 締 役 16名 266百万円 うち社外取締役１名

監 査 役 ６名 54百万円 うち社外監査役４名

（注）１ 上記には、2021年６月29日をもって退任した取締役２名及び監査役

２名を含めております。

２ 上記のうち、社外役員に対する報酬等の総額は、41百万円でありま

す。

３ 上記報酬等の総額には、当期中に役員退職慰労引当金として費用計

上した、取締役分29百万円（うち社外取締役分81万円）、監査役分４百

万円（うち社外監査役分180万円）を含めております。

４ 上記のほか、2021年６月29日開催の第17期定時株主総会の決議によ

り、退任取締役３名に対し76百万円、退任監査役１名に対し９百万円

の退職慰労金を支払っております。なお、金額の中には上記注３並び

に過年度の事業報告において記載した退任取締役に対する退職慰労引

当金の繰入額76百万円及び退任監査役に対する退職慰労引当金の繰入

額９百万円を含めております。

５ 取締役の報酬限度額は、年額300百万円であります。

（2004年３月24日開催の創立総会決議 終結時点での取締役の員数12名

（うち社外０名））
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６ 監査役の報酬限度額は、年額70百万円であります。

（2004年３月24日開催の創立総会決議 終結時点での監査役の員数４名

（うち社外３名））

５ 社外役員に関する事項

（１）重要な兼職先と当社との関係

該当事項はありません。

（２）主な活動状況

取締役杉山武彦氏は、当期開催の取締役会20回全てに出席しております。同

氏につきましては、当該事業年度において当社が経営課題等に取り組む中で、

交通経済学の第一人者としての豊富な識見と専門的な知識・経験から、当社の

事業戦略等に関する意見や指摘を述べています。

監査役徳田郁生氏は、2021年６月29日就任以来開催された取締役会16回全て

に出席し、また、監査役会10回全てに出席し、適宜議案審議及び監査に必要な

発言をしております。

監査役齋藤宏氏は、当期開催の取締役会20回全てに出席し、また、監査役会

13回全てに出席し、適宜議案審議及び監査に必要な発言をしております。

監査役白石弥生子氏は、当期開催の取締役会20回全てに出席し、また、監査

役会13回全てに出席し、適宜議案審議及び監査に必要な発言をしております。

第５ 会計監査人に関する事項

１ 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

２ 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

３ 当期に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

報酬等の額 78百万円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額

83百万円

（注）１ 当社会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金

融商品取引法に基づく監査等の報酬を区分しておらず、実質的にも区分

できないため、報酬等の額にはこれらの総額を記載しております。
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２ 当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外

の業務である、コンフォートレター作成業務等についての対価を支払っ

ております。

４ 会計監査人の報酬等の額に監査役会が同意した理由

監査役会は、会計監査人から説明を受けた当事業年度の会計監査計画の監査日

数や人員配置等の内容、前年度の監査実績の検証と評価、会計監査人の監査の遂

行状況の相当性、報酬の前提となる見積金額の算出根拠を精査した結果、会計監

査人の報酬等の額について同意いたしました。

５ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当する場合は、監査役

の全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し

た監査役は、会計監査人を解任した旨及び解任の理由を解任後最初に招集される

株主総会に報告いたします。

また、監査役会は、会計監査人の職務執行に支障がある場合等解任又は不再任

の必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

６ 会計監査人が現に業務の停止処分を受け、その停止期間を経過しない者である

ときは、その処分に係る事項

該当事項はありません。

７ 会計監査人が過去２年間に受けた業務の停止処分に係る事項のうち、会社が事

業報告の内容とすることが適切であるものと判断した事項

該当事項はありません。

８ 当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の当社の子会社の計算書類監

査の状況

該当事項はありません。

９ 辞任した会計監査人に関する事項

該当事項はありません。
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第６ 業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要及び当

該体制の運用状況

コンプライアンスの推進、財務報告の信頼性の確保、業務の有効性・効率性の

向上及び資産の保全の４つの目的を達成するため、当社における内部統制システ

ムの基本方針を次のとおり決議しております。

１ 当社の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

・コンプライアンスに関する規程及び行動基準に基づき、取締役社長を最高推進

責任者とする体制のもと、コンプライアンスを重視した職務の執行を推進しま

す。

・総括推進責任者（最高推進責任者の指名した取締役）を委員長とするコンプラ

イアンスに関する委員会を設置し、必要な案件を協議します。

・監査室は、各部門の業務全般について内部監査に関する規程に基づき監査を実

施します。

・コンプライアンスの一層の浸透を図るため、全ての役職員を対象とする研修を

継続的に実施します。

・内部通報制度を設け、コンプライアンスに反する行為又は疑問のある行為に対

して適切に対処します。内部通報をした者に対しては、内部通報制度を活用し

たことを理由として、不利益な取扱いは行いません。

・財務報告の信頼性を確保するための内部統制を整備及び運用します。

・秩序や安全を脅かす反社会的勢力とは決して関係を持たず、反社会的勢力の活

動を助長するような行為は行いません。

２ 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務執行に係る文書に関し、文書管理に関する規程に基づき適切に保

存及び管理します。

３ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・リスクマネジメントに関する規程及び基本方針に基づき、取締役社長を最高推

進責任者とする体制のもと、リスク管理体制を構築し、具体的リスクへの対応

を適切に実施します。

・総括推進責任者（最高推進責任者の指名した取締役）を委員長とするリスクマ

ネジメントに関する委員会を設置し、必要な案件を協議します。

・鉄道輸送の安全確保のため、事故、災害及び不測の異常事態に関しては、事故、

災害等の対策に関する規程に基づき適切に対応するほか、鉄道輸送についてさ

らなる安全管理体制の充実を図ります。
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４ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・社長を議長とする取締役会を開催し、経営に関する最重要事項の審議、取締役

の職務執行状況の監督等を行うほか、経営の機動的かつ円滑な遂行のために、

社長を議長とする経営会議を開催し、経営に関する重要事項を審議します。

・取締役会において中期経営計画に基づく経営目標値及び業績評価指標を踏まえ

た年度計画を策定し、業績の管理を行います。

・業務組織、業務分掌、職制及び職務権限に関する規程に基づき、組織的かつ効

率的な職務執行を図ります。

５ 当社及び当社子会社（以下「グループ会社」という。）から成る企業集団におけ

る業務の適正を確保するための体制

・コンプライアンス及びリスクマネジメントに関する規程に基づき、コンプライ

アンス及びリスクマネジメントへの取組を、グループ全体として推進します。

さらに、内部通報制度の相談・通報範囲をグループ全体とします。内部通報を

した者に対しては、内部通報制度を活用したことを理由として、不利益な取扱

いは行いません。

・グループ会社管理に関する規程に基づき、グループ全体の適正かつ効率的な業

務執行を図ります。

・財務報告の信頼性を確保するための内部統制を、グループ全体の取組として推

進します。

・グループ会社は、グループ会社管理に関する規程の定めるところに従い、当社

に報告し、決定に際しては、当社の承認を経るものとします。

・監査室は、グループ会社の業務全般について内部監査に関する規程に基づき監

査を実施します。

６ 当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

・監査役室は業務執行部門から独立した組織とし、監査役室長は監査役の命を受

け、監査役の監査に関する補助業務を行います。

・監査役室に室長を含む使用人数名を置き、監査業務を補助すべき専属の使用人

とします。

・監査役室の使用人の人事については、監査役と事前協議します。

７ 当社の監査役への報告に関する体制

・監査室は、内部監査結果について取締役社長に報告後、監査役に報告します。

・取締役及び使用人は、監査役に対し、計算書類及びその附属明細書、株主総会

に提出する議案及び書類並びに会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実及

び後発事象に関する文書を提出するとともに、業務執行に関する重要な決裁文

書等の文書類を回付し、説明を行います。

・取締役及び使用人は、監査役会規程の定めるところに従い、監査役会において

報告を行います。
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・取締役及び使用人は、グループ会社管理に関する規程の定めるところに従い、

グループ会社の取締役及び使用人から報告を受け、監査役に報告します。

・上記の報告をした者に対しては、当該報告を行ったことを理由として、不利益

な取扱いは行いません。

８ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・代表取締役は、監査役と定期的に意見交換を行います。

・取締役は、監査役が重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べることがで

きるよう措置します。

・監査室及び会計監査人は、監査役又は監査役会に、監査に関する報告をするほ

か、相互の監査計画についての意見の交換を図り、連絡を密にします。

・監査役又は監査役会は、その職務の執行上必要がある場合は、社長の承認を得

て監査役室以外の使用人に臨時に監査に関する業務を行わせることができます。

・監査役は、職務の執行上必要と認める費用について、監査役監査規程の定めに

従い、会社に請求することができます。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況）

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下

のとおりであります。

（１）コンプライアンス

グループ全体でのコンプライアンス意識の向上を図るため、様々な機会で

研修を実施しています。当期は、東京メトログループの全ての社員を対象と

した全社員研修のほか、経営層向けコンプライアンス・リスクマネジメント

公演会、新入社員研修、本社社員向け企業法務研修等の各種研修を実施しま

した。

また、内部通報窓口として「東京メトログループヘルプライン」を社内及

び社外に設置し、コンプライアンスに関する相談・通報を受け付けています。

寄せられた相談・通報内容については社内調査を実施し、必要な対策を講じ

るなど、適切に対応しました。

このほか、反社会的勢力への対応として、取引先の信用調査に関する体制

を整備し、新規取引先との取引開始時には外部調査機関等を活用した信用調

査を実施するとともに、取引先と契約する際には、契約書に必ず反社会的勢

力排除条項を盛り込むこととしています。

なお、コンプライアンスへの取組については年度ごとに取組計画を策定し、

その取組状況を「コンプライアンス・リスクマネジメント委員会」において

四半期ごとに確認しています。

（２）リスクマネジメント

各部門及びグループ会社において全てのリスクの洗い出しを行ったうえで
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取組計画を策定し、リスクマネジメントに取り組んでいます。当期は、全社

リスクとして「感染症リスク」、「自然災害リスク」、「テロリスク」、「ハラス

メントリスク」、「薬物リスク」、「情報漏えいリスク」、「インフラ老朽化リス

ク」を選定してグループ全体で取り組み、個別リスクとして各部・各社が選

定したリスク対策に取り組みました。また、事業継続計画（ＢＣＰ）がより

実効的なものとなるよう、訓練等を通じて適宜見直しを行っています。

なお、リスクマネジメントについてもコンプライアンスと同様に、その取

組状況を「コンプライアンス・リスクマネジメント委員会」において四半期

ごとに確認しています。

（３）内部監査、財務報告に係る内部統制

内部監査計画に従い業務監査を実施したほか、財務報告に係る内部統制に

ついて有効性の評価を実施しました。

（４）グループ管理体制

当社同様グループ会社においても、コンプライアンス研修やリスク対策を

行うなど、グループ全体でコンプライアンス及びリスクマネジメントに取り

組んでいます。また、内部監査計画に従い業務監査を実施したほか、財務報

告に係る内部統制について有効性の評価を実施しました。

なお、グループ会社管理規程に基づき、必要な報告をグループ各社から受

けるほか、重要事項の決定については承認申請を受け、確認したうえで関係

各部にて承認するなど、適正かつ効率的な業務執行を図っています。

（５）監査役の監査体制

監査役が取締役会及び経営会議に出席し、必要に応じて意見を述べること

ができるよう措置しており、開催された取締役会及び経営会議には、いずれ

も監査役が出席し、適宜議案審議及び監査に必要な発言を行いました。

また、業務執行に関する重要な決裁文書等の文書類を閲覧し、必要に応じ

て当社取締役及び使用人に説明を求めているほか、当社代表取締役・当社監

査室・会計監査人それぞれと意見交換を行うなど、監査業務の有効性の確保

に努めています。

第７ 会社の支配に関する基本方針の内容の概要

該当事項はありません。

以 上
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連 結 貸 借 対 照 表

（2022年３月31日現在）

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 157,253 流 動 負 債 192,721
現 金 及 び 預 金 76,664 支払手形及び買掛金 958
受取手形、売掛金及び契約資産 2,688 １年内償還予定の社債 55,000
未 収 運 賃 21,832 １年内返済予定の長期借入金 13,426
未 収 金 7,728 未 払 金 60,252
有 価 証 券 35,000 未 払 消 費 税 等 6,025
商 品 48 未 払 法 人 税 等 1,864
貯 蔵 品 6,359 前 受 運 賃 15,469
そ の 他 6,939 賞 与 引 当 金 10,450
貸 倒 引 当 金 △6 撤 去 損 失 引 当 金 187

そ の 他 29,087
固 定 資 産 1,655,714 固 定 負 債 1,001,885
有 形 固 定 資 産 1,488,146 社 債 577,000

建 物 及 び 構 築 物 952,804 長 期 借 入 金 325,868
機械装置及び運搬具 198,377 役員退職慰労引当金 262
土 地 175,995 環境安全対策引当金 356
建 設 仮 勘 定 151,600 撤 去 損 失 引 当 金 3,478
そ の 他 9,369 退職給付に係る負債 71,485

資 産 除 去 債 務 3,051
無 形 固 定 資 産 102,923 そ の 他 20,382

負 債 合 計 1,194,607

投 資 そ の 他 の 資 産 64,644

投 資 有 価 証 券 2,200
（純 資 産 の 部）

長 期 貸 付 金 31
退職給付に係る資産 24,617 株 主 資 本 611,769
繰 延 税 金 資 産 35,527 資 本 金 58,100
そ の 他 2,334 資 本 剰 余 金 62,167
貸 倒 引 当 金 △68 利 益 剰 余 金 491,502

その他の包括利益累計額 6,591
その他有価証券評価差額金 △88
為 替 換 算 調 整 勘 定 △1
退職給付に係る調整累計額 6,681

純 資 産 合 計 618,360
資 産 合 計 1,812,967 負 債 純 資 産 合 計 1,812,967
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連 結 損 益 計 算 書

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額
営 業 収 益 306,904
営 業 費

運 輸 業 等 営 業 費 及 び 売 上 原 価 271,705
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 47,316 319,021

営 業 損 失 （△） △12,117

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 9
受 取 受 託 工 事 事 務 費 231
物 品 売 却 益 622
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 51
助 成 金 収 入 893
そ の 他 564 2,372

営 業 外 費 用
支 払 利 息 10,051
そ の 他 701 10,752

経 常 損 失 （△） △20,497

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3,184
鉄 道 施 設 受 贈 財 産 評 価 額 2,008
工 事 負 担 金 等 受 入 額 1,784
そ の 他 752 7,729

特 別 損 失
固 定 資 産 圧 縮 損 3,849
減 損 損 失 2,582
撤 去 損 失 引 当 金 繰 入 額 3,666
そ の 他 111 10,209

税金等調整前当期純損失（△） △22,977
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,565
法 人 税 等 調 整 額 △11,145 △9,579

当 期 純 損 失 （△） △13,397
非支配株主に帰属する当期純損失（△） －
親会社株主に帰属する当期純損失（△） △13,397
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連結株主資本等変動計算書

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

(単位：百万円)

株主資本

資本金
資 本

剰 余 金

利 益

剰 余 金

株 主 資 本

合 計

当期首残高 58,100 62,167 515,504 635,771

会計方針の変更による累

積的影響額
△1,308 △1,308

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
58,100 62,167 514,196 634,463

当期変動額

剰 余 金 の 配 当 △9,296 △9,296

親会社株主に帰属する

当 期 純 損 失 （△）
△13,397 △13,397

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 （純 額）

当期変動額合計 － － △22,693 △22,693

当期末残高 58,100 62,167 491,502 611,769

その他の包括利益累計額

純 資 産

合 計

そ の 他

有 価 証 券

評 価 差 額 金

為 替 換 算

調 整 勘 定

退 職 給 付 に

係 る 調 整

累 計 額

その他の包括

利 益 累 計 額

合 計

当期首残高 △5 △34 8,680 8,641 644,412

会計方針の変更による累

積的影響額
△1,308

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
△5 △34 8,680 8,641 643,104

当期変動額

剰 余 金 の 配 当 △9,296

親会社株主に帰属する

当 期 純 損 失 （△）
△13,397

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 （純 額）
△83 33 △1,999 △2,049 △2,049

当期変動額合計 △83 33 △1,999 △2,049 △24,743

当期末残高 △88 △1 6,681 6,591 618,360
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（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社数 13社

連結子会社は、東京メトロ都市開発㈱、㈱メトロセルビス、㈱メトロコマース、

メトロ開発㈱、㈱メトロライフサポート、㈱地下鉄メインテナンス、メトロ車両㈱、

㈱メトロフルール、㈱メトロプロパティーズ、㈱メトロアドエージェンシー、㈱メ

トロレールファシリティーズ、㈱メトロステーションファシリティーズ及び㈱メト

ロビジネスアソシエであります。

２ 持分法の適用に関する事項

（１）非連結子会社

非 連 結 子 会 社 は、VIETNAM TOKYO METRO ONE MEMBER LIMITED LIABILITY

COMPANYの１社であり、会社に対する投資について持分法を適用しております。

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及

ぼしていないためであります。

（２）関連会社

関連会社は、渋谷熱供給㈱、㈱はとバス及び日本コンサルタンツ㈱の３社であ

り、これらすべての会社に対する投資について持分法を適用しております。

（３）持分法の適用の範囲の変更に関する事項

2021年６月29日に当社が日本コンサルタンツ㈱に対し追加出資したことにより、

当社の議決権保有割合が24.4％となり、重要性が増したため、当連結会計年度か

ら同社を持分法適用の関連会社に含めております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日はすべて３月31日であり、連結決算日と同一であります。

４ 会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

ア 有価証券

その他有価証券

（ア）市場価格のない株式等以外のもの

連結決算日の市場価格等による時価法によっております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により

算定しております）
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（イ）市場価格のない株式等

総平均法による原価法によっております。

イ 棚卸資産

（ア）商品

主として売価還元法による原価法によっております。なお、前連結会計年

度までは、主として直営店舗の商品について総平均法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりましたが、

当該店舗事業の撤退により、主な評価方法は売価還元法による原価法となっ

ております。

（イ）貯蔵品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法）によっております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、取替資産については取替法によっております。また、1998年４月１

日以降に取得した建物（建物付属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取

得した建物付属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 12年～60年

機械装置及び運搬具 ５年～17年

イ 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

施設利用権 ５年～42年

ソフトウェア（自社利用） ５年

ウ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（３）重要な引当金の計上基準

ア 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

― 33 ―



イ 賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

ウ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給

額を計上しております。

エ 環境安全対策引当金

保管するポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）の処理費用の支出に備えるため、今

後発生すると見込まれる金額を計上しております。

オ 撤去損失引当金

契約に基づき将来発生が見込まれる固定資産等に関する当社が負担すべき撤

去費用に備えるため、当連結会計年度末における撤去費用見込額を計上してお

ります。

（４）重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは顧客との契約について、企業会計基準第29号「収益認識に関す

る会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と

いう。）等を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転し履行義

務を充足した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で

収益を認識しております。

ア 定期運輸収入

運送約款等に基づき、定期乗車券の有効期間にわたり同一の区間及び経路に

ついて列車による運送サービスを提供することを履行義務としており、有効期

間の開始日の属する月から有効期間の経過に応じて収益を認識しております。

取引の対価は、履行義務の充足前の一定時点に前もって受領しております。

イ 定期外運輸収入

運送約款等に基づき、列車による運送サービスを提供することを履行義務と

しており、当該履行義務は顧客への乗車券類等の発売日とサービス提供日は概

ね一致していることから、顧客に発売した時点で収益を認識しております。取

引の対価は通常、履行義務の充足前の一定時点に前もって受領しております。

ウ 流通事業収入

主に駅構内や周辺の商業施設等における商品の販売及びサービスの提供から

得られる収入であり、当社グループの履行義務が代理人に該当する取引につい

て、受け取る対価の総額から第三者への支払額を差し引いた純額で収益を認識

しております。取引の対価は主に月次で請求しており、請求日から概ね翌月末
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までに受領しております。

エ 広告事業収入

主に駅構内や電車内における広告媒体の販売から得られる収入であり、顧客

の広告を契約期間にわたり掲出し経過期間に応じて履行義務が充足されるため、

サービスの提供期間にわたって収益を認識しております。取引の対価は主に月

次で請求しており、請求日から概ね翌月末までに受領しております。

オ 情報通信事業収入

主に当社鉄道施設における携帯電話に係る諸設備の営業許諾を行っており、

サービスの提供に伴い一定期間にわたり収益を認識しております。取引の対価

は主に、履行義務の充足前の一定時点に前もって受領しております。

（５）その他連結計算書類の作成のための重要な事項

ア 繰延資産の処理方法

社債発行費 支出時に全額費用処理しております。

イ 退職給付に係る会計処理の方法

（ア）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

（イ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（主として15年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（主として15年）による定額法により費用処理しております。

ウ 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

エ 工事負担金等の処理

地方公共団体等による工事負担金等（補助金、鉄道施設受贈財産評価額を含

む）は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価

から直接減額して計上しております。

なお、連結損益計算書においては、工事負担金等相当額を特別利益に計上す

るとともに、固定資産の取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として

特別損失に計上しております。
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（会計方針の変更に関する注記）

１ 収益認識に関する会計基準等の適用

収益認識会計基準等を当連結会計年度から適用し、約束した財又はサービスの

支配が顧客に移転し履行義務を充足した時点で、当該財又はサービスと交換に受

け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、運輸業における交通系ＩＣカード定期乗車券の履行義務の充足に

ついて、従来は発売した月から計上する基準によって収益認識しておりましたが、

これを有効期間の開始日の属する月から計上する基準へと変更しております。ま

た、流通・広告事業は従来顧客から受け取る対価の総額を収益として認識してお

りましたが、顧客への商品の販売における当社の履行義務が代理人に該当する取

引について、当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益

を認識する方法に変更しております。

この結果、当連結会計年度の営業収益は105億4千１百万円減少していますが、

税金等調整前当期純損失金額に重要な影響はありません。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに

定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計

方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金

に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当連結会計年度の期首の利益剰余金期首残高は、1,308百万円減少し

ております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表におい

て、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より

「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示しております。

２ 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、時価算定会計基

準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号2019年７月４

日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用しております。なお、連結計算書類に与え

る影響は軽微です。

（収益認識に関する注記）

１ 収益の分解情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループの収益を、財又はサービスの種類別に分解した場合の内訳は以下の

とおりであります。
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（単位：百万円）

運輸 不動産 流通・広告 その他 合計

定期運輸収入 105,483 - - - 105,483

定期外運輸収入 139,609 - - - 139,609

その他運輸業収入 28,352 - - - 28,352

不動産事業収入 - 2,145 - - 2,145

流通事業収入 - - 7,216 - 7,216

広告事業収入 - - 3,160 - 3,160

情報通信事業収入 - - 4,364 - 4,364

その他 - - - 408 408

顧客との契約から生じ

る収益
273,444 2,145 14,742 408 290,741

その他の収益 335 11,397 4,429 - 16,163

合計 273,780 13,543 19,171 408 306,904

２ 収益を理解するための基礎となる情報

４ 会計方針に関する事項の（４）重要な収益及び費用の計上基準に記載のとお

りであります。

３ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

（１）契約残高

契約資産は、主として一定の期間にわたり履行義務が充足される契約において、

収益を認識したが、未請求の作業に係る対価に関連するものであります。契約資

産は権利が無条件になった時点で債権に振り替えられます。これは通常、請求書

を顧客に発行した時点であります。

契約負債は、主として運輸業における定期乗車券について、顧客から受け取っ

た前受対価に関連するものであり、有効期間が６か月以内であるため、１年以内

に収益を認識しております。
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顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は以下のとおりであ

ります。

（単位：百万円）

当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 29,933 30,819

契約資産 401 311

契約負債 17,242 19,531

連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は、「受

取手形、売掛金及び契約資産」及び「未収金」に含まれており、契約負債は、

「前受運賃」及び流動負債の「その他」に含まれております。

（２）残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がな

いため、実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略してお

ります。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない

重要な金額はありません。

（表示方法の変更に関する注記）

１ 前連結会計年度において、連結貸借対照表の流動資産に独立掲記しておりました

「未収消費税等」及び「未収法人税等」は、金額的重要性が乏しくなったため、当

連結会計年度より流動資産の「その他」に含めて表示しております。

なお、当連結会計年度の「未収消費税等」は１百万円、「未収法人税等」は277百

万円であります。

２ 前連結会計年度において、連結損益計算書の特別利益に独立掲記しておりました

「補助金」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より特別利益の

「その他」に含めて表示しております。

なお、当連結会計年度の「補助金」は、293百万円であります。

３ 前連結会計年度において、連結損益計算書の特別利益の「その他」に含めており

ました「固定資産売却益」及び「工事負担金等受入額」は、金額的重要性が増した

ため、当連結会計年度より独立掲記しております。
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なお、前連結会計年度における「固定資産売却益」は０百万円、「工事負担金等受

入額」は964百万円であります。

（会計上の見積りに関する注記）

当社グループは、連結計算書類の作成にあたって様々な会計上の見積りを行ってお

ります。当社グループの業績は、新型コロナウイルス感染症の拡大を受け鉄道等のご

利用が大幅に減少しており、見積りの前提となる業績の見通しについても大きな影響

を受けております。この影響を会計上の見積りに反映するにあたり、主として次のよ

うな仮定を置いております。

当社グループは、主な収益である旅客運輸収入についての見積りを基礎として、運

輸業をはじめ、各セグメントの将来にわたる経営状況を予測しております。なお、新

型コロナウイルス感染症の拡大による影響は、感染が小康状態となり平常時に向かう

推移として、基本的な感染対策や一定の行動抑制が求められる期間が続いた後、医療

提供体制の強化やワクチン接種の促進及び治療薬の確保等が進み、感染対策や行動制

限を要しないポストコロナへ向かうものと仮定しております。一方で、人々の意識や

行動、社会構造の大きな変化はポストコロナにおいても継続するものと認識しており、

旅客運輸収入は新型コロナウイルス感染症の影響拡大前の水準には戻らないものと仮

定しております。

また、燃料費の高騰に伴う電気料金の大幅な増等、社会経済環境の変化等を踏まえ、

2022年度以降の当社グループに係る様々な制度や事象を考慮し、2022年度以降の旅客

運輸収入をはじめとした将来収支を見積もっております。

この見積りをもとに策定した合理的な計画に基づき、固定資産の減損及び繰延税金

資産の回収可能性について見積りを行っております。

なお、現在の状況及び入手可能な情報に基づき、合理的と考えられる見積り及び判

断を行っておりますが、今後の感染症の再拡大や収束時期を正確に予測することは困

難であります。したがって、見積りには不確実性を伴い、実際の結果はこれらの見積

りと異なる場合があります。

（１）固定資産の減損

(ア)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

2,582百万円

(イ)会計上の見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

① 金額の算出方法

当社グループでは、減損の認識の判定及び回収可能額の算定に際し、合

理的な計画に基づきそれらを見積もっております。

なお、資産のグルーピングについては、独立したキャッシュ・フローを

生み出す単位を構成する物件を１つのグルーピングとしております。ただ
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し、鉄道事業における固定資産についてはネットワーク性に鑑み、単一の

グルーピングとして整理しております。

また、減損損失の測定にあたって割引率を用いる際、加重平均資本コス

トを採用することとしております。

② 主要な仮定

上述の計画を主な仮定としております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響等

現在の状況及び入手可能な情報に基づき、合理的と考えられる見積り及

び判断を行っておりますが、将来の不確実な状況変化等によって影響を受

ける可能性があり、見込んだ収益が得られなかった場合、又は算出の前提

条件に変更があった場合には、減損損失の発生に重要な影響を与える可能

性があります。

（２）繰延税金資産の回収可能性

(ア)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

35,527百万円

(イ)会計上の見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

① 金額の算出方法

当社グループでは、合理的な計画に基づき、将来の課税所得の発生時期

や主要な一時差異等の項目にかかる解消年度のスケジューリングを行い、

企業分類を判定し、回収可能と見込まれる金額について繰延税金資産を計

上しております。

② 主要な仮定

上述の計画を主な仮定としております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響等

現在の状況及び入手可能な情報に基づき、合理的と考えられる見積り及

び判断を行っておりますが、将来の不確実な状況変化等によって影響を受

ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異

なった場合には、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があり

ます。

（連結貸借対照表に関する注記）

１ 担保に供している資産及び担保付債務

東京地下鉄株式会社法第３条及び附則第14条第１項の規定により、当社の総財産

を社債632,000百万円の一般担保に供しております。

２ 有形固定資産の減価償却累計額 1,867,740百万円
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３ 国庫補助金、工事負担金等による固定資産の圧縮記帳累計額 468,859百万円

なお、地方公共団体等による工事負担金等（補助金、鉄道施設受贈財産評価額を

含む）に伴う圧縮記帳累計額は452,205百万円、収用等に伴う圧縮記帳累計額は

16,653百万円となっております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１ 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 581,000,000株

２ 剰余金の配当に関する事項

配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年６月29日

定時株主総会
普通株式 9,296 16

2021年
３月31日

2021年
６月30日

（金融商品に関する注記）

１ 金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループの所要資金は、設備投資資金、社債償還及び借入金返済のための

借換資金並びに運転資金に大別しております。このうち、設備投資資金及び借換

資金については、社債発行や銀行等からの長期借入により調達し、運転資金の一

時的な不足については、銀行からの短期借入により調達する方針であります。

また、一時的な余資については、年度ごとの資金運用方針に基づき、安全性の

高い金融資産で運用しております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、未収運賃、未収金、未収消費税等並びに

未収法人税等は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

取引相手ごとに期日及び残高を把握することにより管理しております。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式等であり、市場価格の変動

リスク等に晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握して

おります。

営業債務である支払手形及び買掛金、未払金、未払消費税等並びに未払法人税

等は、そのすべてが１年以内の支払期日であります。

社債及び長期借入金は、主として設備投資及び前身の帝都高速度交通営団時代
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の地下鉄ネットワークの整備拡充に必要な資金の調達を目的としたものでありま

す。これらはすべて固定金利であり、また、返済・償還期限が長期間となってお

り、将来の想定外の事由によるフリー・キャッシュ・フローの減少に伴い、支払

期日に支払いを実行できなくなるリスクに晒されております。

２ 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりです。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額1,444百
万円）は、「（１）投資有価証券」には含まれておりません。また、現金及び預金、
受取手形及び売掛金、未収運賃、未収金、未収消費税等、未収法人税等、有価証券、
支払手形及び買掛金、未払金、未払消費税等並びに未払法人税等は短期間で決済さ
れるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。

連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

（１）投資有価証券 756 756 -

資産計 756 756 -

（２）社債 632,000 631,822 △177

（３）長期借入金 339,295 344,202 4,906

負債計 971,295 976,025 4,729

３ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ

ットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら
のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低
いレベルに時価を分類しております。

（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 756 - - 756
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（２）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債

長期借入金

-

-

631,822

344,202

-

-

631,822

344,202

（注）１ 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で

取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

社債
当社の発行する社債の時価は、市場価格（売買参考統計値）に基づき評価

しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法等によっており、レベル２の時価に分類
しております。
なお、長期借入金のうち、財政投融資資金については、法令に基づく特殊

な金銭債務であり、同様の手段での再調達が困難なため、新規に同様の社債
を発行した場合に想定される利率で、元利金の合計額を割り引いた現在価値
により算定しております。

２ 長期借入金の連結貸借対照表計上額及び時価については、１年内返済予定
の長期借入金を含めております。

３ 社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

社債

長期借入金

リース債務

55,000
13,426

369

30,000
11,087

274

10,000
32,086

144

-
40,312

84

20,000
23,666

41

517,000
218,715

-

合計 68,796 41,361 42,231 40,397 43,708 735,715

― 43 ―



（賃貸等不動産に関する注記）

当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル及び商
業施設等を有しております。2022年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸
損益は5,439百万円（賃貸収益は営業収益に、賃貸費用は営業費に計上）及び減損損
失は204百万円（特別損失に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時
価は次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
連 結 決 算 日 に
お け る 時 価当 連 結 会 計 年 度

期 首 残 高
当 連 結 会 計 年 度
増 減 額

当連結会計年度末
残 高

59,649 △1,115 58,533 105,787

(注）１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額
を控除した金額であります。

２ 当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却によるものでありま
す。

３ 連結決算日における時価は、主要な物件については不動産鑑定評価基準に基
づく価額、その他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映して
いると考えられる指標に基づく価額等であります。

（資産除去債務に関する注記）
当社の鉄道路線は、主として道路の地下を運行しているため、道路法（昭和27年

法律第180号）第40条の規定により、道路占用を廃止した場合には、これらの施設を
撤去し、原状回復する義務を有しておりますが、道路占用を廃止する蓋然性は極め
て低いことから、当該資産除去債務を計上しておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 1,064円30銭

１株当たり当期純損失（△） △23円06銭

（その他の注記）
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

(2022年３月31日現在)

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 153,153 流 動 負 債 220,012
現 金 及 び 預 金 75,526 １年内償還予定の社債 55,000
未 収 運 賃 21,832 １年内返済予定の長期借入金 13,426
未 収 金 8,535 リ ー ス 債 務 365
有 価 証 券 35,000 未 払 金 61,322
貯 蔵 品 5,995 未 払 費 用 5,670
前 払 金 2,126 未 払 消 費 税 等 5,496
前 払 費 用 867 未 払 法 人 税 等 1,001
受 託 工 事 支 出 金 373 預 り 連 絡 運 賃 208
そ の 他 2,895 預 り 金 46,822

前 受 運 賃 15,469
前 受 金 2,118
前 受 収 益 3,519
賞 与 引 当 金 8,746
撤 去 損 失 引 当 金 187
そ の 他 656

固 定 資 産 1,638,957 固 定 負 債 990,872
鉄 道 事 業 固 定 資 産 1,340,448 社 債 577,000
関 連 事 業 固 定 資 産 49,841 長 期 借 入 金 325,868
各事業関連固定資産 37,093 リ ー ス 債 務 639
建 設 仮 勘 定 150,819 退 職 給 付 引 当 金 65,105
投 資 そ の 他 の 資 産 60,754 役員退職慰労引当金 153

関 係 会 社 株 式 10,053 環境安全対策引当金 356
投 資 有 価 証 券 926 撤 去 損 失 引 当 金 3,478
長 期 貸 付 金 31 資 産 除 去 債 務 2,952
長 期 前 払 費 用 17 そ の 他 15,317
前 払 年 金 費 用 12,482
繰 延 税 金 資 産 36,397 負 債 合 計 1,210,884
そ の 他 844

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 581,313
資 本 金 58,100
資 本 剰 余 金 62,167

資 本 準 備 金 62,167
利 益 剰 余 金 461,046

その他利益剰余金 461,046
別 途 積 立 金 434,000
繰 越 利 益 剰 余 金 27,046

評価・換算差額等 △87
その他有価証券評価差額金 △87

純 資 産 合 計 581,226
資 産 合 計 1,792,110 負 債 純 資 産 合 計 1,792,110
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損 益 計 算 書

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

鉄 道 事 業
営 業 収 益 272,751
営 業 費 297,979
営 業 損 失 （△） △25,227

関 連 事 業
営 業 収 益 17,201
営 業 費 8,156
営 業 利 益 9,045

全 事 業 営 業 損 失 （△） △16,181

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,071
受 取 受 託 工 事 事 務 費 235
物 品 売 却 益 643
助 成 金 収 入 241
そ の 他 631 2,823

営 業 外 費 用
支 払 利 息 10,072
そ の 他 611 10,683

経 常 損 失 （△） △24,042

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3,184
鉄 道 施 設 受 贈 財 産 評 価 額 2,008
工 事 負 担 金 等 受 入 額 1,784
そ の 他 753 7,730

特 別 損 失
固 定 資 産 圧 縮 損 3,849
減 損 損 失 2,345
撤 去 損 失 引 当 金 繰 入 額 3,666 9,861

税 引 前 当 期 純 損 失 （△） △26,173
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 70
法 人 税 等 調 整 額 △11,214 △11,144

当 期 純 損 失 （△） △15,029
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株主資本等変動計算書

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本

剰余金
利益剰余金

株主資本

合計資本

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 58,100 62,167 474,000 12,679 486,679 606,946

会計処理方針の変更

による累積的影響額
△1,308 △1,308 △1,308

会計方針の変更を反

映した当期首残高
58,100 62,167 474,000 11,371 485,371 605,638

当期変動額

別途積立金の取崩 △40,000 40,000 － －

剰余金の配当 △9,296 △9,296 △9,296

当期純損失（△） △15,029 △15,029 △15,029

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － △40,000 15,674 △24,325 △24,325

当期末残高 58,100 62,167 434,000 27,046 461,046 581,313

評価・換算

差 額 等
純資産

合計
その他

有価証券

評価差額金

当期首残高 △2 606,944

会計処理方針の変更

による累積的影響額
△1,308

会計方針の変更を反

映した当期首残高
△2 605,635

当期変動額

別途積立金の取崩 －

剰余金の配当 △9,296

当期純損失（△） △15,029

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△84 △84

当期変動額合計 △84 △24,409

当期末残高 △87 581,226
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１ 資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法によっております。

その他有価証券

市場価格のない株式等

以外のもの

決算日の市場価格等による時価法によって

おります。

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法により算定してお

ります）

市場価格のない株式等 総平均法による原価法によっております。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下による簿価切下げの方法）

によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、取替資産については取替法によっております。また、1998年４月１日

以降に取得した建物（建物付属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物付属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 12年～50年

構築物 12年～60年

車両 13年

機械装置 ５年～17年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

施設利用権 ５年～42年

ソフトウェア（自社利用） ５年

（３）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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３ 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

（２）賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により費用処理しております。

（４）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額を計

上しております。

（５）環境安全対策引当金

保管するポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）の処理費用の支出に備えるため、今後

発生すると見込まれる金額を計上しております。

（６）撤去損失引当金

契約に基づき将来発生が見込まれる固定資産等に関する当社が負担すべき撤去

費用に備えるため、当事業年度末における撤去費用見込額を計上しております。

４ 重要な収益及び費用の計上基準

当社は顧客との契約について、企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」

（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を適

用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転し履行義務を充足した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識してお

ります。
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（１）定期運輸収入

運送約款等に基づき、定期乗車券の有効期間にわたり同一の区間及び経路につ

いて列車による運送サービスを提供することを履行義務としており、有効期間の

開始日の属する月から有効期間の経過に応じて収益を認識しております。取引の

対価は、履行義務の充足前の一定時点に前もって受領しております。

（２）定期外運輸収入

運送約款等に基づき、列車による運送サービスを提供することを履行義務とし

ており、当該履行義務は顧客への乗車券類等の発売日とサービス提供日は概ね一

致していることから、 顧客に発売した時点で収益を認識しております。取引の対

価は通常、履行義務の充足前の一定時点に前もって受領しております。

５ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）繰延資産の処理方法

社債発行費 支出時に全額費用処理しております。

（２）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の

方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（３）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

（４）工事負担金等の処理

地方公共団体等による工事負担金等（補助金、鉄道施設受贈財産評価額を含む）

は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直

接減額して計上しております。

なお、損益計算書においては、工事負担金等相当額を特別利益に計上するとと

もに、固定資産の取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失

に計上しております。

（会計方針の変更）

１ 収益認識に関する会計基準等の適用

収益認識会計基準等を当事業年度から適用し、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転し履行義務を充足した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、鉄道事業における交通系ＩＣカード定期乗車券の履行義務の充足に

ついて、従来は発売した月から計上する基準によって収益認識しておりましたが、

これを有効期間の開始日の属する月から計上する基準へと変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定

める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡

及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該
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期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当事業年度の期首の利益剰余金期首残高は、1,308百万円減少しており

ます。

２ 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時

価算定会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、時価算定会計基準第19項及

び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号2019年７月４日）第44-2項に

定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、

将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響は軽微

です。

（収益認識に関する注記）

収益を理解するための基礎となる情報については、重要な会計方針に係る事項の

４ 重要な収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。

（表示方法の変更に関する注記）

１ 前事業年度において、貸借対照表の流動資産に独立掲記しておりました「未収法

人税等」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より流動資産の「その

他」に含めて表示しております。

なお、当事業年度における「未収法人税等」の金額は、218百万円であります。

２ 前事業年度において、損益計算書の特別利益の「その他」に含めておりました

「固定資産売却益」及び「工事負担金等受入額」は、金額的重要性が増したため、当

事業年度より独立掲記しております。

なお、前事業年度における「固定資産売却益」の金額は０百万円、「工事負担金等

受入額」の金額は964百万円であります。

３ 前事業年度において、損益計算書の特別利益に独立掲記しておりました「補助金」

は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示し

ております。

なお、当事業年度における「補助金」の金額は293百万円であります。

（会計上の見積りに関する注記）

当社は、計算書類の作成にあたって様々な会計上の見積りを行っております。こ

の見積りの前提となる当社の業績は、新型コロナウイルス感染症の拡大を受け鉄道

等のご利用が大幅に減少しており、見積りの前提となる業績の見通しについても大

きな影響を受けております。この影響を会計上の見積りに反映するにあたり、主と

して次のような仮定を置いております。

当社は、主な収益である旅客運輸収入についての見積りを基礎として、鉄道事業

等の将来にわたる経営状況を予測しております。なお、新型コロナウイルス感染症

の拡大による影響は、感染が小康状態となり平常時に向かう推移として、基本的な

感染対策や一定の行動抑制が求められる期間が続いた後、医療提供体制の強化やワ
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クチン接種の促進及び治療薬の確保等が進み、感染対策や行動制限を要しないポス

トコロナへ向かうものと仮定しております。一方で、人々の意識や行動、社会構造

の大きな変化はポストコロナにおいても継続するものと認識しており、旅客運輸収

入は新型コロナウイルス感染症の影響拡大前の水準には戻らないものと仮定してお

ります。

また、燃料費の高騰に伴う電気料金の大幅な増等、社会経済環境の変化等を踏ま

え、2022年度以降の当社に係る様々な制度や事象を考慮し、2022年度以降の旅客運

輸収入をはじめとした将来収支を見積もりました。

この見積りをもとに策定した合理的な計画に基づき、固定資産の減損及び繰延税

金資産の回収可能性について見積りを行っております。

なお、現在の状況及び入手可能な情報に基づき、合理的と考えられる見積り及び

判断を行っておりますが、今後の感染症の再拡大や収束時期を正確に予測すること

は困難であり、見積りには不確実性を伴い、実際の結果はこれらの見積りと異なる

場合があります。

１ 固定資産の減損

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

2,345百万円

（２）会計上の見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

ア 金額の算出方法

当社では、減損の認識の判定及び回収可能額の算定に際し、合理的な計画に

基づきそれらを見積もっております。

なお、資産のグルーピングについては、独立したキャッシュ・フローを生み

出す単位を構成する物件を１つのグルーピングとしております。ただし、鉄道

事業における固定資産についてはネットワーク性に鑑み、単一のグルーピング

として整理しております。

また、減損損失の測定にあたって割引率を用いる際、加重平均資本コストを

採用することとしております。

イ 主要な仮定

上述の計画を主な仮定としております。

ウ 翌事業年度の計算書類に与える影響等

現在の状況及び入手可能な情報に基づき、合理的と考えられる見積り及び判

断を行っておりますが、将来の不確実な状況変化等によって影響を受ける可能

性があり、見込んだ収益が得られなかった場合、又は算出の前提条件に変更が

あった場合には、減損損失の発生に重要な影響を与える可能性があります。

２ 繰延税金資産の回収可能性

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

36,397百万円

（２）会計上の見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

― 52 ―



ア 金額の算出方法

当社では、合理的な計画に基づき、将来の課税所得の発生時期や主要な一時

差異等の項目にかかる解消年度のスケジューリングを行い、企業分類を判定し、

回収可能と見込まれる金額について繰延税金資産を計上しております。

イ 主要な仮定

上述の計画を主な仮定としております。

ウ 翌事業年度の計算書類に与える影響等

現在の状況及び入手可能な情報に基づき、合理的と考えられる見積り及び判

断を行っておりますが、将来の不確実な状況変化等によって影響を受ける可能

性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合に

は、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）

１ 担保に供している資産及び担保付債務

東京地下鉄株式会社法第３条及び附則第14条第１項の規定により、総財産を社債

632,000百万円の一般担保に供しております。

２ 有形固定資産の減価償却累計額 1,846,651百万円

３ 事業用固定資産の内訳

有形固定資産

土地 171,380百万円

建物 200,652百万円

構築物 746,524百万円

車両 124,791百万円

その他 81,671百万円

無形固定資産 102,363百万円

４ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 1,677百万円

短期金銭債務 41,821百万円

長期金銭債務 2,633百万円

５ 国庫補助金、工事負担金等による固定資産の圧縮記帳累計額 468,859百万円

なお、地方公共団体等による工事負担金等（補助金、鉄道施設受贈財産評価額を

含む）に伴う圧縮記帳累計額は452,205百万円、収用等に伴う圧縮記帳累計額は

16,653百万円となっております。
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（損益計算書に関する注記）

１ 営業収益の合計 289,953百万円

２ 営業費の内訳

運送営業費 188,763百万円

販売費及び一般管理費 17,279百万円

諸税 13,287百万円

減価償却費 86,804百万円

３ 関係会社との取引高

営業取引による取引高

営業収益 7,087百万円

営業費 40,357百万円

営業取引以外の取引による取引高 9,758百万円

（退職給付に関する注記）

１ 採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設け

ております。

なお、当社は2009年４月に適格退職年金制度の廃止及び退職一時金の制度変更を

行い、また、2018年４月に確定給付型年金及び退職一時金の制度変更を行っており

ます。

２ 退職給付債務に関する事項（2022年３月31日現在）

ア 退職給付債務 △168,720百万円

イ 年金資産 125,695百万円

ウ 未積立退職給付債務（ア＋イ） △43,025百万円

エ 未認識過去勤務費用 △4,628百万円

オ 未認識数理計算上の差異 △4,969百万円

カ 貸借対照表計上額純額（ウ＋エ＋オ） △52,622百万円

キ 前払年金費用 12,482百万円

ク 退職給付引当金（カ－キ） △65,105百万円

３ 退職給付費用に関する事項

ア 勤務費用 6,573百万円

イ 利息費用 1,197百万円

ウ 長期期待運用収益 △2,585百万円

エ 過去勤務費用の費用処理額（△：費用の減額） △385百万円
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オ 数理計算上の差異の費用処理額（△：費用の減額） △163百万円

カ 退職給付費用（ア＋イ＋ウ＋エ＋オ） 4,636百万円

４ 退職給付債務等の計算基礎

ア 退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準

イ 割引率 0.71％

ウ 長期期待運用収益率 2.0％

エ 過去勤務費用の額の処理年数 15年

オ 数理計算上の差異の処理年数 15年

カ 予想昇給率 5.2％

（税効果会計に関する注記）

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 25,340百万円

退職給付引当金 19,922百万円

未収連絡運賃 114百万円

賞与引当金 2,676百万円

期渡撤去工事 2,436百万円

関係会社株式（事業再編に伴う税効果額） 882百万円

投資有価証券等評価損 2,687百万円

環境安全対策引当金 108百万円

資産除去債務 903百万円

減損損失 805百万円

撤去損失引当金 1,121百万円

未払事業税等 282百万円

その他 1,960百万円

繰延税金資産小計 59,242百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △12,257百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △6,714百万円

評価性引当額小計 △18,972百万円

繰延税金資産合計 40,270百万円

繰延税金負債

前払年金費用 3,819百万円

その他 53百万円

繰延税金負債合計 3,873百万円

繰延税金資産の純額 36,397百万円
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２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主

な項目別の内訳

税引前当期純損失であるため、注記を省略しております。

（関連当事者との取引に関する注記）

法人主要株主等 （単位：百万円）

属性
会社等の

名称

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

主要

株主

財務省

(財務大臣)

(被所有)

直接

53.42

資金の

借入等

借入金の

返済
8,174

１年内返済
予定の長期
借入金

6,624

長期借入金 30,262

利息の支払 1,033 未払費用 102

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）財務省からの借入金の利率は1.20％～5.05％、最終償還日は2033年３月20日で

あります。

（資産除去債務に関する注記）

当社の鉄道路線は、主として道路の地下を運行しているため、道路法（昭和27年

法律第180号）第40条の規定により、道路占用を廃止した場合には、これらの施設を

撤去し、原状回復する義務を有しておりますが、道路占用を廃止する蓋然性は極め

て低いことから、当該資産除去債務を計上しておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 1,000円39銭

１株当たり当期純損失（△） △25円87銭

（その他の注記）

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書

２０２２年５月１６日

東 京 地 下 鉄 株 式 会 社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人ト ー マ ツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 坂 本 一 朗 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 堀 一 英 ㊞

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東京地下鉄株式会社の2021年４月1日から
2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記に
ついて監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、東京地下鉄株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を
作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書

２０２２年５月１６日

東 京 地 下 鉄 株 式 会 社

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人ト ー マ ツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 坂 本 一 朗 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 堀 一 英 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東京地下鉄株式会社の2021年４月１

日から2022年３月31日までの第18期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」と
いう。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査

法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監査報告書

当監査役会は、２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までの第１８期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告

書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１ 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、監査計画を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受

けました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の規程等に準拠し、監査計画に従い、インタ

ーネット等を一部活用しながら、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図

り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しまし

た。

ア 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主

要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について

は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会

社から事業の報告を受けました。

イ 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す

るために必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の

整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制

システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的

に報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

ウ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保

するための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質

管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通

知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項について

は、会計監査人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び

に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表）について検討いたしました。
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２ 監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

ア 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。

イ 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

ウ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指

摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

２０２２年５月１９日

東京地下鉄株式会社 監査役会

常勤監査役 上 田 正 人 ㊞

常勤監査役（社外監査役） 徳 田 郁 生 ㊞

監査役（社外監査役） 齋 藤 宏 ㊞

監査役（社外監査役） 白 石 弥生子 ㊞

以 上
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〈メ モ 欄〉
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